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会 社 概 要（平成１４年７月３１日現在）

商 号 株式会社三井ハイテック
英 文 名 Mitsui High-tec, Inc.
設立年月日 昭和９年７月３日 （当社の実体は昭和２４年１月１２日創業）
資 本 金 １６，４０３，８８３，２６３円
従 業 員 数 １，６９７名
本 社 北九州市八幡西区小嶺二丁目１０番１号

（〒８０６‐８５８８）電話（０９３）６１４‐１１１１（代表）
支 社 ●東京支社

東京都港区芝五丁目３１番１９号
事 業 所 ●八幡事業所

北九州市八幡西区小嶺二丁目１０番１号
●ＩＣ事業所
北九州市八幡西区大字金剛７５０番地１
●金型事業所
北九州市八幡西区大字野面８６４番地８
●直方事業所
福岡県直方市大字中泉９６５番地１
●黍田事業所
福岡県直方市大字下境４１０番地１０
●熊本事業所
熊本県菊池郡大津町大字高尾町２７２番地１５

営 業 所 ●大阪営業所
大阪市淀川区西中島六丁目１番１号
●名古屋営業所
名古屋市中村区名駅三丁目２８番１２号
●東北営業所
仙台市青葉区本町二丁目１０番３３号
●熊本営業所
熊本県菊池郡大津町大字高尾野２７２番地１５
●豊田営業所
愛知県豊田市山之手四丁目１４９番地

主要営業品目 プレス用金型・精密平面研削盤・ＩＣリードフレーム
ＭＡＣシステム（積層鉄心金型内自動結束装置）
ＩＣ組立・精密部品打抜加工
パンチ＆ダイ（金型部品・精密部品）

子 会 社 Mitsui High-tec（Singapore）Pte. Ltd．
Mitsui High-tec（Hong Kong）, Ltd．
Mitsui High-tec（USA）, Inc．
Mitsui Precision Machinery Corporation
Mitsui High-tec（Malaysia）Sdn. Bhd．
株式会社三井電器
三井高科技（天津）有限公司
三井高科技電子（東莞）有限公司
Mitsui High-tec（Philippines）, Inc．
三井高科技（上海）有限公司
Mitsui Asia Headquarters Pte. Ltd．
MHT America Holdings, Inc．
株式会社三井エンジニアリング
台灣三井高科技股�有限公司
Mitsui High-tec（Thailand）Co., Ltd．
株式会社三井テクノス
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株主の皆様へ

株主の皆様におかれましては、ますますご清栄のことと
お喜び申し上げます。
当社第６９期上半期（平成１４年２月１日から平成１４年７月

３１日まで）の「中間事業報告書」をお届けするにあたり、
日頃のご支援に対し厚くお礼申し上げます。

１．経営方針

� 経営の基本方針

当社グループは創業以来、「世界の人々に役立つ製品を
つくる」、「互恵互善の理念に徹し相互の利益をはかる」、「平
等の精神を基本とし働く者の楽園を築く」という社是を経
営の基本方針として、地球環境にやさしい企業、即ち、省
エネルギー・省資源への取組みを経営理念に掲げ、企業運
営を行っております。
更に、当社グループは常に、お客様に満足していただけ

る製品をお届けすることを経営の原点として、今後も東南
アジアを中心に展開している海外拠点を武器に、「消費地
立地」の利点を活かしたサービスと製品提供を行い、グロー
バル企業としてお客様のニーズに応えてまいります。

� 利益配分に関する基本方針

当社は株主還元を経営の重点課題と認識しており、利益
配分につきましては配当性向３０％を目処に、業績を勘案し
た配当を行うことを基本方針としております。しかしなが
ら、当中間期におきましても、誠に不本意ながら当社単体
では赤字という結果になりましたことから、当期の中間配
当は無配とさせていただきたく何卒ご了承の程、お願い申
し上げます。今後、黒字化に向けて、業績の挽回を図り、
早期の復配ができるよう、努力してまいります。

� 中長期的な経営戦略

当社グループは創業以来、「技術・技能開発指向型」企
業として、「不可能を可能」にした開発を種々行い、それ
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ぞれの時代のお客様のニーズに応えてまいりました。近年、
環境問題への取組みの必要性が増大しつつある中、当社グ
ループとしましては、ハイブリッド・電気自動車用モー
ター金型、コアスタンピング、金型のオーバーホール、再
研磨事業等のグローバル展開を加速させると共に、対顧客
としては、自動車、工作機械、金型業界等ヘの売上の比重
を高め、収益安定化指向の経営体質への転換を図ってまい
ります。

� 目標とする経営指標

当社グループは株主価値の向上を目指し、ROE１０％以
上を目標としております。

� 会社の経営管理組織の整備等（コーポレートガバナン

スの充実）に関する施策

当社グループはかねてより「王道を歩む」という経営理
念にそって、すべての役員、従業員はあらゆる企業活動の
場面において、法令その他の社会規範を遵守し、企業活動
を通じて社会に貢献することを行動規範としてまいりまし
た。そして、本年７月１日には役員、従業員全員の行動指
針となる「コンプライアンス憲章」を制定し、役員、従業
員全員への冊子配布、定期的な教育を行うと共に、当憲章
の遵守・実践を推進する機関としてコンプライアンス委員
会を設置する等、グループをあげて「遵法経営」の更なる
徹底を図っております。

２．経営成績

� 当中間期の概況

当中間期のわが国経済は、個人消費が低速する一方、設
備投資の減少が続く等、依然厳しい状況で推移いたしまし
た。その中で、輸出の増加による生産の持ち直し等の明る
い兆しも一部認められました。一方、株安や輸出に翳りが
出る等、先行きの不透明感解消までには至っていない状況
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でありました。
当社グループの主たる需要先である半導体業界について

も、アジア地域を中心として昨年来続いた最悪期を脱却す
る兆候は見られましたが、景気全般と同様に先行きの不透
明感は払拭されず、概ね、昨年比、横這いの状況で推移い
たしました。
このような状況のもと、ICリードフレーム部門につき

ましては、在庫調整の完了に伴い、アジアのグループ会社
を中心に生産が回復し、国内におきましてもデジタルカメ
ラ、DVD機器の受注が順調に推移したことにより、連結
売上高は、昨年同期比２４．６％増の１２２億８千６百万円、営
業利益も単価低下傾向の中、増収及び原価低減効果によっ
て１３億９千６百万円となりました。
次にIC組立部門につきましては、リードフレームパッ

ケージ及びテスト事業を中心に回復の傾向が認められまし
た。BGA製品につきましては、薄型のMAPタイプへの特
化を図ってまいりましたが、採算点の数量確保までには至
りませんでした。一方、IC組立部門については事業の立
て直しを図るため、子会社である三井ハイテック熊本�の
吸収合併を始め、不採算製品であるサブストレートからの
撤退等の経営効率向上と固定費の削減に努めてまいりまし
たが、連結売上高は前年同期比３９．１％減の２６億４千４百万
円、営業損失は４億２百万円となりました。
プレス用金型部門につきましては、海外を中心にリード

フレームの需要回復が見られ、IC金型は需要が増加、T/F
（ICパッケージ用切断・曲げ金型）部品、量産金型部品
等の受注も順調に推移いたしました。更に、携帯電話用極
小モーターコアを始め、ハイブリッドカー用モーター金型
等、高付加価値・市場性の高い製品分野の拡販に努めまし
たが、全般的な景気の低迷により主力製品である家電用コ
ンプレッサー向け及びステッピングモーター用金型の受注
が減少したことにより、連結売上高は前年同期比３３．２％減
の１２億８百万円、営業損失は２億１百万円となりました。
工作機械及びその他の部門につきましては、昨年来、設
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備投資減少が続いたことにより、工作機械部門の売上の落
込みが大きかったものの、コアスタンピング事業が好調に
推移したことにより、連結売上高は前年同期比２０．４％増の
１２億４千万円、営業利益は２千８百万円となりました。
グループ全体では、連結売上高１７３億８千万円、営業利

益７億７千９百万円、経常利益５億９千２百万円の増収増
益となりました。
当社単体では、売上高１１５億７千１百万円、営業損失４

億５千万円、経常損失３億１千７百万円となりました。営
業外収益として子会社からの配当金９千５百万円等を計上
いたしましたが、営業損失を埋めるに至らず、最終的に中
間純損失は１億４百万円となりました。
当社単体での赤字という業績並びに今後の厳しい経営環

境を勘案し、誠に遺憾ながら、当期の中間配当は無配とい
たしました。株主の皆様に深くお詫び申し上げると共に、
何とぞご了承賜りますようお願い申し上げます。

� 通期の見通し

今後の世界経済は、依然として不透明な状況で推移する
ものと予想されており、当社製品の業界におきましても急
激な需要回復は望めず、上半期並に推移すると思われます。
このような状況のもと、ICリードフレーム部門につき

ましては、引続き「消費地立地」によるリードタイム短縮、
高品質を武器に海外グループ会社での一層の収益拡大を目
指してまいります。一方、国内については、スタンピング
リードフレームの黍田事業所（福岡県直方市）への生産拠
点集約を完了し、生産効率の向上を図ると共に、受注面で
は多ピン等の高付加価値製品の拡販に注力してまいりま
す。
IC組立部門につきましては、子会社の吸収合併、遊休

設備の処分による固定費削減等の改善効果を品質・納期・
コストに反映させて顧客満足度を高めると共に、戦略製品
として開発を進めてきたMLCSP等の販売注力、新規顧客
の開拓等により、収益確保を図ってまいります。
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プレス用金型部門につきましては、金型事業所（北九州
市八幡西区野面）への生産拠点集約が本年５月に完了し、
本格稼働を開始しており、これにより生産リードタイムの
一層の短縮が期待されます。製品群としては、当社グルー
プのコア技術（超精密加工技術）である金型・精密部品加
工事業を強化、拡大してまいります。具体的には、ハイブ
リッドカー用モーター金型、携帯電話用極小モーターコア
等の金型製作から部品加工、金型メンテナンス、オーバー
ホール等の裾野へ事業を広げてまいります。
工作機械部門につきましては、アメリカに加え、中国に

重点を置いたグローバルな営業戦略を展開すると共に、原
価低減による市場価格対応、その他金型部門同様に、メン
テナンス、オーバーホール事業の強化にも取り組んでまい
ります。
当社グループ全体としましては、「利益は内部から」の

方針のもと、既存事業の改善により「売り」と「造り」の
体質を強化し、経営の原点である顧客満足度の向上及び在
庫削減、売掛金の回収期間短縮等により「キャッシュフロー
経営」の徹底を図ってまいります。
更に、「経営方針」の中でも触れましたとおり、リード

フレーム、IC組立に次ぐ事業展開として�モーターコア
打抜き加工事業の拡大�自動車関連の部品加工の事業化�
金型メンテナンス・オーバーホール分野の事業展開等によ
り、収益確保を実現してまいります。
通期の見通しとしましては、連結売上高３６０億円、前期

に比べ１３．６％の増収、連結経常利益は２１億円、連結当期純
利益は１５億円を見込んでおります。
また、当社単体の業績予想は売上高２４０億円、前期に比

べ５．４％の増収、経常利益は５億円、当期純利益は２億５
千万円を見込んでおります。

平成１４年１０月

代表取締役会長兼社長
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